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上尾市教育委員会９月定例会 議案 

 
  



 

 

議  案  名 

 

議案第４３号 上尾市教育委員会公印規則等の一部を改正する等の規

則の制定について  ------------------------------------------------- １ 

議案第４４号 上尾市教育委員会事務局及び市立教育機関の職員の服

務に関する規程等の一部を改正する訓令の制定につい

て  -------------------------------------------------------------------- ４ 

議案第４５号 令和５年度当初教職員人事異動方針について  ------------- １２ 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 白紙 】 
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議案第４３号 

上尾市教育委員会公印規則等の一部を改正する等の規則の制定につい

て 

上尾市教育委員会公印規則等の一部を改正する等の規則を次のように定め

る。 

令和４年９月２９日提出 

上尾市教育委員会教育長  西 倉  剛     

上尾市教育委員会公印規則等の一部を改正する等の規則  

 （上尾市教育委員会公印規則の一部改正）  

第１条 上尾市教育委員会公印規則（昭和６２年上尾市教育委員会規則第６

号）の一部を次のように改正する。  

別表１の表を次のように改める。  

公印の名称 ひな形 寸法 個数 使用区分 管理者 

（ミリメー

トル） 

埼玉県上尾

市教育委員

会印 

 

方 ３０ １ 表彰状用 教育総

務課長 

埼玉県上尾

市教育委員

会印 

 

方 ２１ １ 教育委員会名

をもって発す

る文書 

教育総

務課長 

埼玉県上尾

市立○○○

○学校印 

 

方 ６０ 学校

の数 

卒業証書用 校長 



 

－2－ 

埼玉県上尾

市立○○○

○学校印 

 

方 ２４ 学校

の数 

学校名をもっ

て発する文書 

校長 

埼玉県上尾

市立○○○

○学校印 

 

１５×３６ 学校

の数 

割印用 校長 

別表２の表埼玉県上尾市立平方幼稚園長印の項を削る。  

 （上尾市教育委員会事務局組織規則の一部改正）  

第２条 上尾市教育委員会事務局組織規則（平成５年上尾市教育委員会規則

第３号）の一部を次のように改正する。  

第２条第２項教育総務部の部教育総務課の項中第１３号を削り、第１４

号を第１３号とし、第１５号を第１４号とし、同条第２項学校教育部の部

指導課の項第２号中「及び園外行事」を削り、同項第８号中「幼稚園教育

の指導助言」を「幼児教育の推進」に改める。  

 （上尾市教育委員会の所管に属する機関の職制等に関する規則の一部改正） 

第３条 上尾市教育委員会の所管に属する機関の職制等に関する規則（平成

１３年上尾市教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。  

第１条中「、中学校及び幼稚園」を「及び中学校」に改める。 

（上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関

する条例施行規則の一部改正） 

第４条 上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償

に関する条例施行規則（平成１９年上尾市教育委員会規則第２号）の一部

を次のように改正する。  

第１条中「中学校、小学校及び幼稚園」を「小学校及び中学校」に改め 

る。 

（上尾市立学校教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則の一部改正） 

第５条 上尾市立学校教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則（令和

２年上尾市教育委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。  
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第２条中「、中学校又は幼稚園の校長（園長を含む。）」を「又は中学

校の校長」に改める。 

 （上尾市立幼稚園管理規則及び上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条

例施行規則の廃止） 

第６条 次に掲げる規則は、廃止する。  

 (1 ) 上尾市立幼稚園管理規則（昭和６２年上尾市教育委員会規則第７号）  

 (2 ) 上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例施行規則（平成２７年上

尾市教育委員会規則第６号）  

附 則  

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

  上尾市立平方幼稚園の閉園に伴い、同幼稚園に関する公印を廃止するほ

か、所要の改正を行いたいので、この案を提出する。  
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議案第４４号 

上尾市教育委員会事務局及び市立教育機関の職員の服務に関する規程

等の一部を改正する訓令の制定について 

上尾市教育委員会事務局及び市立教育機関の職員の服務に関する規程等の

一部を改正する訓令を次のように定める。 

令和４年９月２９日提出 

           上尾市教育委員会教育長  西 倉  剛     

   上尾市教育委員会事務局及び市立教育機関の職員の服務に関する規程

等の一部を改正する訓令 

（上尾市教育委員会事務局及び市立教育機関の職員の服務に関する規程の

一部改正） 

第１条 上尾市教育委員会事務局及び市立教育機関の職員の服務に関する規

程（平成２０年上尾市教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正す

る。 

第３条第２項の表５の項及び６の項を削り、同表７の項中「（用務員を

除く。）」を削り、同項を同表５の項とする。 

（上尾市教育委員会事務局及び教育機関の職員の勤務時間、休憩時間等に

関する規程の一部改正） 

第２条 上尾市教育委員会事務局及び教育機関の職員の勤務時間、休憩時間

等に関する規程（平成２１年上尾市教育委員会訓令第１号）の一部を次の

ように改正する。 

  附則第３項中「平方幼稚園、」を削る。 

別表平方幼稚園に勤務する職員の項を削り、同表市立小学校に勤務する

職員の項を次のように改める。 

市立小学校に

勤務する職員 

１週間について３８時間

４５分（育児短時間勤務職

員等及び再任用短時間勤務

職員にあっては、１５時間

３０分から３１時間までの

範囲内で別に定める時間）

とし、その割振りは所属長

日曜日及び土曜

日 

４ ５ 分 と

し 、 そ の 割

振 り は 所 属

長 が 定 め

る。 
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が定める。 

週休日の振替を行う場合

は、４週間を平均して１週

間について３８時間４５分

（育児短時間勤務職員等及

び再任用短時間勤務職員に

あっては、１５時間３０分

から３１時間までの範囲内

で 別 に 定 め る 時 間 ） と す

る。 

（上尾市教育委員会の権限に属する事務の決裁に関する規程の一部改正） 

第３条 上尾市教育委員会の権限に属する事務の決裁に関する規程（平成２

２年上尾市教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「、平方幼稚園長」を削る。 

第６条の表を次のように改める。 

教育長 主務部長 

部長 １ 次長 

２ 主務課長、図書館長、教育センター所長又は中

学校給食共同調理場所長 

次長 主務課長、図書館長、教育センター所長又は中学校

給食共同調理場所長 

課長又は図書館長 １ 主席主幹 

２ 主幹 

３ 当該事項を所掌するグループのリーダー 

教育センター所長

又は中学校給食共

同調理場所長 

１ 主席主幹 

２ 主幹 

３ リーダー 

市立の小学校長又

は中学校長 

教頭 

第７条に次のただし書を加える。 

ただし、あらかじめ処理の方針を指示された場合は、この限りでない。 
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第１４条中「、平方幼稚園長」を削る。 

別表第１の１の項第４号中「許可書」の次に「、検査書」を加え、同項

第７号中「受理すること」の次に「（この表に別段の定めがある場合を除

く。）」を加え、同表２の項第１号中「の職」の次に「及び会計年度任用

職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に

規定する会計年度任用職員をいう。以下同じ。）の職」を加え、同項第２

号中「の職」の次に「及び会計年度任用職員の職」を加え、同表３の項に

次の１号を加える。 

(4) 法第２３８条の２第２項の規定により

公有財産を取得し、又は行政財産の用途

を変更し、若しくは法第２３８条の４第

２項若しくは第３項（同条第４項におい

て準用する場合を含む。）の規定による

行政財産である土地の貸付け若しくはこ

れに対する地上権若しくは地役権の設定

若しくは同条第７項の規定による行政財

産の使用の許可で市長が指定するものを

しようとすることについて、市長と協議

すること。 

 〇    

別表第１の９の項第３号エ中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６

１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員をいう。以下同

じ。）」を削り、同項第４号を次のように改める。 

(4) 所属職員の時間外勤務命令をするこ

と。 

     

ア 部長   〇    

イ 参事及び次長    〇   

ウ 副参事、課長及び図書館長     〇  

エ 主席主幹以下の職及び会計年度任用

職員の職にある者（学校その他の教育

機関（公民館を除く。）において主席

    〇 
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主幹以下の職及び会計年度任用職員の

職にある者を除く。）  

別表第１の９の項第７号中「発する」を「する」に改め、同表１１の項

中「その他の法律」の次に「、埼玉県行政手続条例（平成７年埼玉県条例

第６５号）」を加え、同表１２の項を次のように改める。 

１２ 行政不服審

査法（平成

２６年法律

第６８号）

に基づく審

査請求に関

する事項  

(1) 審査請求書を受理す

ること。 

    〇 

 
(2) 審理員を指名するこ

と。 

    〇 

 
(3) 弁明書及び書類その

他の物件を提出するこ

と。 

    〇 

別表第１の１４の項事項の欄中「後援名義」を「後援等名義」に改める。 

別表第２教育総務部教育総務課の表１の項を削り、同表２の項中「教育

委員会若しくは」を「教育委員会事務局若しくは」に改め、「この項にお

いて」を削り、同項を同表１の項とし、同表３の項を同表２の項とし、同

表４の項第１号中「職員（地方教育行政の組織及び運営に関する法律」を

「事務局等の職員（地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に改め、

同項第２号中「職員の」を「事務局等の職員の」に改め、同号イ中「並び

に市立の幼稚園に勤務する職員（園長を除く。）並びに市立の小学校及び

中学校に勤務する職員（以下この項において、これらの職員を「市費学校

職員」という。）」を削り、同項第３号中「職員の」を「事務局等の職員

の」に改め、「及び市費学校職員」を削り、同項第３号の２中「会計年度

任用職員」を「事務局等の会計年度任用職員（県費負担教職員を除く。以

下同じ。）」に改め、同項第４号中「職員及び」を「事務局等の職員及び」

に改め、同項第５号中「職員」を「事務局等の職員」に改め、同項第５号

の２中「職員及び」を「事務局等の職員及び」に、「をいう」を「をいい、

県費負担教職員を除く」に改め、同号イ中「並びに市費学校職員」を削り、

同項第７号中「職員の」を「事務局等の職員の」に改め、同号ウ中「並び
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に市費学校職員」を削り、同項第８号中「職員の」を「事務局等の職員の」

に改め、同号オ中「並びに市費学校職員」を削り、同項第９号中「職員の」

を「事務局等の職員の」に改め、同号ウ中「並びに市費学校職員」を削り、

同項第１０号中「職員」を「事務局等の職員」に改め、同項第１１号中

「職員及び」を「事務局等の職員及び」に、「発する」を「する」に改め、

同号ウ中「並びに市費学校職員」を削り、同項を同表３の項とし、同表中

５の項を４の項とし、６の項を５の項とする。 

別表第２教育総務部生涯学習課の表２の項第７号を次のように改める。 

(7) 上尾市立公民館の用に供する教育財産の

目的外使用を許可し、又は当該許可を取り

消すこと。 

  重要

なも

の 

軽易

なも

の 

別表第２教育総務部生涯学習課の表４の項第３号エ中「水道管」を「水

管」に改める。 

別表第２教育総務部スポーツ振興課の表１の項第１号及び第２号中「上

尾市民体育館」の次に「及び上尾市平塚サッカー場」を加え、同項中第３

号及び第４号を削り、第５号を第３号とし、第６号を第４号とし、第７号

を削り、同表２の項中第５号及び第６号を削り、第７号を第５号とする。 

別表第２学校教育部学務課の表１の項第１号中「幼稚園、」を削り、同

表２の項第１号アを次のように改める。 

 ア 市立の小学校長及び中学校長（以下単

に「校長」という。） 

  ○ 
 

別表第２学校教育部学務課の表２の項第１号イ、同項第２号、第５号及

び第６号中「学校長」を「校長」に改め、同表３の項中「幼児、」を削る。 

別表第２学校教育部指導課の表１の項第３号中「市立の小学校及び中学

校」を「学校」に改め、同表２の項第４号を同項第５号とし、同項第３号

中「発する」を「する」に改め、同号を同項第４号とし、同項中第２号を

第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 教育センター所長の時間外勤務命令をす

ること。 

   ○ 
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別表第２学校教育部指導課の表３の項第３号及び５の項中「学校長」を

「校長」に改め、同項第４号中「教育センター」を「埼玉県立総合教育セ

ンター」に改める。 

別表第２学校教育部学校保健課の表１の項第２号中「学校長」を「校長」

に改め、同表２の項第４号を同項第５号とし、同項第３号中「発する」を

「する」に改め、同号を同項第４号とし、同項中第２号を第３号とし、第

１号の次に次の１号を加える。 

(2) 中学校給食共同調理場所長の時間外勤務

命令をすること。 

   ○ 

別表第２学校教育部学校保健課の表３の項中「学校長」を「校長」に改

め、同表４の項中「学校長」を「校長」に改め、「幼児、」を削る。 

別表第３の１の項第４号中「許可証等」を「許可書、検査書等」に改め、

同表２の項第１号中「の職」の次に「及び会計年度任用職員の職」を加え、

同項第９号中「発する」を「する」に改め、同表３の項を次のように改め

る。 

３ 行政不服

審査法に

基づく審

査請求に

関する事

項  

(1) 審査請求書を受理すること。 

 (2) 審理員を指名すること。 

 (3) 弁明書及び書類その他の物件を提出すること。 

別表第３の５の項事項の欄中「後援名義」を「後援等名義」に改め、同

表に次の１項を加える。 

９ その他の事項 所属物品の一時貸出しをすること。 

別表第４の１の項中「、平方幼稚園長及び学校長」を「及び校長」に改

め、同項第１号中「進達等」の次に「（軽易なものに限る。）」を加え、

同表２の項中「、中学校給食共同調理場所長及び平方幼稚園長」を「及び

中学校給食共同調理場所長」に改め、同項中第１２号を第１７号とし、第

１１号を第１４号とし、同号の次に次の２号を加える。 
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  (1 5 ) 所属会計年度任用職員について、地方公務

員の育児休業等に関する法律により育児休業及

びその期間の延長並びに部分休業を承認し、又

は当該承認を取り消すこと。 

  (1 6 ) 所属会計年度任用職員の身分、給与、在職

その他の証明をすること。  

別表第４の２の項中第１０号を第１３号とし、第９号を第１２号とし、

第８号を第１１号とし、第７号を第９号とし、同号の次に次の１号を加え

る。 

  (1 0 ) 所属会計年度任用職員の通勤手当及び通勤

に要する費用弁償の受給資格を認定すること。 

別表第４の２の項中第６号を第８号とし、第２号から第５号までを２号

ずつ繰り下げ、第１号を第２号とし、同号の次に次の１号を加える。 

  (3) 教育機関の長を補佐する職員を指名するこ

と。 

別表第４の２の項に第１号として次の１号を加える。 

  (1) リーダー又はサブリーダーとなる職員を指

名すること。 

別表第４中３の項を削り、４の項を３の項とし、５の項を削り、同表６

の項中「学校長」を「校長」に改め、同項を同表４の項とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は、令和４年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第３条中上尾市教育委員会の権限に属する事務の決裁に関する規程別

表第２教育総務部スポーツ振興課の表１の項中第３号及び第４号を削り、

第５号を第３号とし、第６号を第４号とする改正規定 令和５年２月１

日 
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(2) 第３条中上尾市教育委員会の権限に属する事務の決裁に関する規程別

表第２教育総務部スポーツ振興課の表１の項中第１号及び第２号の改正

規定並びに同項第７号を削る改正規定並びに同表２の項中第５号及び第

６号を削り、第７号を第５号とする改正規定 令和５年４月１日 

 （経過措置） 

２ 第３条の規定による改正後の上尾市教育委員会の権限に属する事務の決

裁に関する規程の規定は、この訓令の施行の日以後に生じる事案に係る決

裁（同規程第２条第１号に規定する決裁をいう。以下同じ。）から適用し、

同日前に生じた事案に係る決裁については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

  上尾市立平方幼稚園の閉園に伴い、平方幼稚園長に関する規定を削るほ

か、所要の改正を行いたいので、この案を提出する。 
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議案第４５号 

令和５年度当初教職員人事異動方針について 

令和５年度当初人事異動方針について、下記のとおり定める。  

令和４年９月２９日提出  

           上尾市教育委員会教育長  西 倉  剛     

記 

令和５年度当初教職員人事異動の方針 

令和４年９月   日   

上尾市教育委員会決定  

１ 基本方針 

埼玉県教育委員会の「令和５年度当初教職員人事異動の方針について」

に基づき、適正な異動を推進する。  

(1) 本市教育界の活性化を図り、気風を刷新して教育効果を高めるため、

人材を抜擢
てき

し、適材を適時に適所に配置することを基本に異動を推進す

る。 

(2) 本市教育界の人材育成を期して、教職員の視野を広め職務経験を豊か

にするための異動を推進する。 

(3) 教育の機会均等を図るため、各学校の教職員組織の充実と均衡化に努

め、地域差・学校差を是正する。 

(4) 本市教育水準の向上を図るため、全市的視野から長期的展望に立っ

て、計画的に異動を実施する。 

(5) 新採用教職員については、人材育成の観点及び学校間の教職員組織の

均衡を勘案して適切な配置に努める。  

(6) 再任用職員については、豊かな経験を生かすとともに、調和のとれた

学校運営に資するため、全市的視野から適切な配置に努める。 

２ 退職 

(1) 退職については、職員の定年等に関する条例（昭和５９年埼玉県条例

第４号）の定めるところによる。 

(2) 勧奨退職については、学校職員勧奨退職取扱要綱に定めるところによ

るものとする。  

３ 転任・転補 

 (1 ) 魅力ある学校づくりを推進するため、教職員の特性、能力、勤務実績

及び職務経験並びに各学校の教職員構成及び地域社会との関係を考慮し

て、適材を適時に適所に配置する。 
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(2) 人事異動にあたっては、教職員組織の充実を図るため、学校間の教職

員の性別、年齢、教科等の構成の均衡に配慮する。 

(3) 次の教員（教頭及び主幹教諭を除く。）、事務職員、学校栄養職員に

ついては、原則として異動を行わない。  

  ア 同一校在職３年未満の者 

  イ 産休・育休等を取得中及び妊娠中の者 

  ウ 休職中の者 

(4) 新採用の教員、事務職員及び学校栄養職員については、多様な経験を

積ませ、資質の向上を図るため、採用後６年以内に異動を行う。その

際、原則として市町村間の異動を行う。  

(5 ) 学校の気風の停滞を防ぐとともに、職務経験を豊かにするため、教員、

事務職員及び学校栄養職員は、同一校在職１０年以内に異動を行う。特

に、７年以上の者については、積極的に異動を行う。  

(6) 過員を調整するための異動については、優先して行う。また、小・中

学校間の異動については、資格及び特性等を考慮して行う。 

(7 ) 管理職の異動については、学校の効率的運営と適正な管理が行われる

よう、年齢・経験年数・特性等を考慮して行う。また、原則として、校

長・教頭の同時異動は行わない。  

(8 ) 女性教職員の異動については、個々の能力が十分に発揮できるよう配

慮する。  

(9 )   障害のある教職員の異動については、個々の障害の状況、能力、適性

等を考慮して行う。  

(10)  教職員の心身の状況に応じて、可能な範囲で人事上の配慮を行う。  

(11)  子育てや介護など、教職員の家庭状況に応じ、可能な範囲で人事上の

配慮を行う。 
 

 

 

 

 

 

提案理由  

令和５年度県費負担教職員に係る当初人事異動の実施に当たり、計画的

に適正な人事異動を推進するため、基本方針を定めたいので、この案を提

出する。  


